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研究要旨 

【目的】本研究は、個別支援から地区活動・事業化へ活動を展開することができている

かを評価するための保健師活動プロセス評価指標を開発することを目的とした。 

【方法】文献検討とヒアリング調査により指標の素案を作成し、次に、全国調査によ

り、指標案の妥当性を検証するとともに評価実施の適切な頻度を把握した。 

【結果】保健師活動プロセス評価指標は「個から地域へ」「事業化・施策化」「活動の

土台」の 3因子構造を持つことが確認された。統括保健師及び中堅保健師ともに「指標

の妥当性」が最も低い値を示した項目は「研究的取組みや学会発表を行っている」であ

った。評価実施の適切な頻度は半年に 1回であった。 

【考察】本研究班で開発しているアルゴリズムや本評価指標を用いて保健師活動の効率

化を図ることにより、根拠に基づく実践のための地区診断や研究的取組み時間を確保す

ることが必要と考えられた。 

【結論】本研究により、23項目の保健師活動プロセス評価指標が開発された。次年度以

降、本指標を用いた評価の実用化を進め、人材育成への活用方法を検討する必要があ

る。 
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Ａ.研究目的 

地域保健対策の主要な担い手である保健師

は、保健活動の基本的な方向性として、地区

活動に立脚した活動を強化し、個別課題から

地域課題への視点を持って活動を展開するこ

とが求められている 1）。しかしながら、令

和 4年度保健師活動領域調査によると、担当

地区の地区診断の時間数は、全体のわずか

1％にも満たない 2）。地域の課題を的確に捉

えられなければ、地域特性に応じた効果的な

活動を展開することは困難である。こうした

課題解決のため、個別支援から地区活動、そ

して事業化へと活動を展開させることができ

ているかどうか、保健師自身が活動を客観的

に評価するための標準化された指標が必要と

考えた。 

保健師活動に関する評価指標として、先行研

究では特定の活動分野やキャリアに関するも

のが開発されていた 3)が、個別支援から地区

活動、事業化へと活動を展開させていくプロ

セスを評価できる指標は見当たらなかった。 

そこで本研究では、個別支援から地区活動・

事業化へ活動を展開することができているか

を評価するための指標を開発することを目的

とした。本指標の開発により、部署内外の保

健師活動の現状を可視化することが可能とな

り、統括保健師による根拠に基づく効率的・

効果的な活動展開と人材育成が促進される可

能性がある。 

 

Ｂ.研究方法 

1）保健師活動プロセス評価指標の作成方法 

(1)文献検討による素案の作成 

 医学中央雑誌Web版を用いて、キーワー

ド「保健師 and評価指標」「保健師 and評

価方法」「保健師 and活動評価」「保健師

andプロセス評価」に該当する文献を検索し

た。また、EBSCOhostを用いて、キーワー

ド「public health nursing & evaluation 

methods」に該当する文献を検索した。該当

した文献について、タイトルおよび要旨から

本研究課題に該当しない文献を除き、個別支

援から地区活動・事業化へ活動を展開させる

ことができているかを評価するための指標と

して活用できるものを検討した。参考となる

文献を基に原案を作成し、第 1～3回の研究

班会議において検討を重ね、素案を作成し

た。 

(2)ヒアリング調査による素案の修正  

 統括保健師を対象に、素案について構成や

項目のわかりやすさの観点から意見を聴取し

た。調査対象者のリクルートは、研究代表者

および研究分担者の機縁に基づき実施した。

調査時期は令和 4年 9月～10月であった。 

 

2）全国調査による保健師活動プロセス評価

指標案の妥当性の検証 

 ヒアリング調査に協力を得た地方自治体を

除く全国の都道府県・市区町村の統括保健

師、および中堅保健師（保健師経験年数 6～

20年目で管理職に就いていない者）を対象

としてWeb調査を実施した。調査期間は令

和 4年 12月～令和 5年 1月であった。 

調査項目は、保健師活動プロセス評価指標に

ついて「指標の妥当性」「評価をする適切な

頻度」を尋ねた。「指標の妥当性」は「全く

そう思わない」「あまりそう思わない」「そ

う思う」「とてもそう思う」の 4件法にて質
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問した。「評価を行う適切な頻度」は、「毎

月」「3～4か月に 1回」「半年に 1回」「1

年に 1回」の選択肢にて質問した。また、指

標について直近 3～4か月の「実施の程度」

を「全く実施していない」「ほとんど実施し

ていない」「ときどき実施している」「よく

実施している」の 4件法にて質問した。 

分析は、単純集計を行った後、「指標の妥当

性」は「全くそう思わない」と「あまりそう

思わない」、および「そう思う」と「とても

そう思う」を合わせて割合を算出した。ま

た、統括保健師の実施の程度の回答結果を基

に探索的因子分析を行い、因子構造を把握し

た。因子抽出法は最尤法を用い、回転法は

Kaiser の正規化を伴うプロマックス法を用

いた。分析は、IBM SPSS Statistics 26 for 

Windowsを用いて行った。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は、東京大学大学院医学系研究科・医

学部倫理委員会非介入等研究倫理委員会の承

認を得て実施した（審査番号 2022114NI、

承認日 2022年 7月 31日、審査番号

2022114NI-(1)、承認日 2022年 11月 1日、

審査番号 2022114NI-(2)、承認日 2022年 11

月 10日）。 

 

Ｃ.研究結果 

1）保健師活動プロセス評価指標素案 

文献検討の結果、特定のキャリアに関する評

価指標はあったが、プロセス評価についてま

とめられた文献は見当たらなかった。また当

初、保健師活動領域調査項目の内容を反映す

ることを想定していたが、文献検討の結果、

この内容はアルゴリズム案に包含すべきと判

断した。なお、地方自治体の保健医療福祉計

画の評価指標は、個々に多様な項目が設定さ

れており、評価に活用しづらいことが判明し

たため、今回は使用しないこととした。 

そこで、平野による厚生労働科学研究「保健

師による保健活動の評価指標の検証に関する

研究」報告書（平成 25～27年度）3）に示さ

れていた 6分野のプロセス評価（母子保健

14項目、健康づくり活動 17項目、高齢者

18項目、精神保健（受療支援 11項目、自殺

対策 10項目）、感染症（平常時 8項目、発

生時 10項目）、難病（個別支援 12項目、地

域ケアシステム 5項目）について、共通する

要素を取り出し、16項目の素案（原案）を

作成した。加えて、Saeki et al. による「The 

comprehensive career development scale 

for PHNs」4）を参考として 2項目を加え、

18項目の素案（原案）を作成した。 

18項目の素案（原案）について 3回の研究

班会議において議論を重ね、「法律の解釈と

運用」「施策化に関する資料作成や説明」

「人材育成」「学会参加」に関する 4項目を

追加し、22項目の素案を作成した。また、

当初「保健師活動評価指標」と命名していた

が、個別支援から地区活動・事業化へ活動を

展開させるプロセス評価の指標であることを

強調するため、「保健師活動プロセス評価指

標案」と名称を変更した。 

 

2）ヒアリング調査による素案の修正 

7自治体に打診した結果、5自治体から内諾

が得られた（都道府県・指定都市・特別区＝

各 1か所、中核市・保健所設置市＝2か

所）。Web 会議システムを用いてヒアリン

グ調査を実施した結果、項目素案の構成につ

いては、概ね同意が得られた。項目素案の表

現については、回答者である保健師にとっ

て、より分かりやすい表現にする必要がある

という観点から意見が出された。 

ヒアリング調査の結果に基づき、第 4回研究

班会議にて素案の修正について検討した。

「事業化・施策化および予算獲得に向けた交

渉を行っている」という項目は、「事業化・

施策化および予算獲得に向けて所属内での課

題の共有と合意形成を行っている」と「事業

化・施策化および予算獲得に向けて関係部署

との交渉を行っている」の 2つに分けること

とし、計 23項目となった。また、「法律の

解釈と運用をしている」については、「根拠

法令・国の動向・通知などを確認・理解し、

活動を展開している」と表現を修正した。 

 

3）全国調査による保健師活動プロセス評価指

標案の妥当性の検証 



 

23 

 

調査依頼は 1776地方自治体（ヒアリング調

査に協力した自治体、保健師が配置されてい

ない自治体を除く。都道府県、特別区、広域

連合を含む）に送付した。統括保健師の回答

自治体は 177件（10.0％）、回答人数は 184

件であった。中堅保健師の回答自治体は 196

件（11.0％）、回答人数は 275件であった。 

（1）指標の妥当性 

「指標の妥当性」の結果を表 1に示す。統括

保健師について、「全くそう思わない」とい

う回答は、全ての項目において見られず、

「あまりそう思わない」が 20％を超えた項目

は「18. 研究的取組みや学会発表を行ってい

る」27.2%であった。中堅保健師は、3項目を

除き、「全くそう思わない」という回答がわ

ずかにみられた。「全く」と「あまり」そう

思わない、を合わせて 20％を超えた項目は、

「18. 研究的取組みや学会発表を行っている」

（35.0％）、「6. 人権尊重やヘルスリテラシ

向上のための相談・教育活動を行っている」

（29.6％）であった。 

（2）評価を行う適切な頻度 

 評価を行う適切な頻度の結果を表 2に示

す。最も多い回答は統括保健師、中堅保健師

ともに「半年に 1回」であった。 

（3）保健師活動プロセス評価指標案の因子構

造 

 因子分析の結果を表 3に示す。因子数につ

いてはスクリープロットを基準に、3または

4因子と推定して因子分析を行った。その結

果、因子数 3で各項目の因子負荷量 0.3以

上、AIC(Akaike's Information Criterion）

＝34.708となった。第 1因子は「個から地

域へ」、第 2因子は「事業化・施策化」、第

3因子は「活動の土台」と命名した。 

 

Ｄ.考察 

ヒアリング調査を経て 23項目となった保健

師活動プロセス評価指標は、因子分析の結

果、3因子構造をもつことが確認された。つ

まり、個別支援から地区活動・事業化へ活動

展開は「個から地域へ」「事業化・施策化」

「活動の土台」の 3因子で説明されることが

明らかとなった。この構造をみると、「個か

ら地域へ」と命名した第 1因子には、主に個

別支援に関する項目 1～3、個から地域を繋

ぐ意味をもつ項目 4、そして地区診断の中心

となる項目 11、その他、住民グループへの

支援や住民・関係者との連携・協働に関する

内容が含まれた。これらが共通の因子に含ま

れたことは、個別支援と地区活動は連関して

おり、個別支援の積み重ねが地区診断・地区

活動につながることを示唆していると考えら

れる。 

また、保健師活動プロセス評価指標の妥当性

については、「18. 研究的取組みや学会発表

を行っている」が最も低い値を示した。保健

師活動指針 1）において、地域診断に基づく

PDCAサイクルの実施の中に調査研究に基

づき行う必要性が明示されており、日本看護

協会による看護職の倫理綱領 5）にも、研究

や実践を通して、専門的知識・技術の創造と

開発に努める必要性が示されている。個別支

援から地区活動・事業化への活動展開には

PDCAサイクルを回しながら取り組むこと

が必須と考えられ、3割近い統括保健師が研

究的取組みをプロセス評価の指標として妥当

性が低いと考えていることは、地域の課題に

依拠した保健師活動を推進する上で喫緊の課

題と考えられる。これは、令和 4年度の保健

師活動において担当地区の地区診断の時間数

が全体のわずか 1％にも満たない状況 2）にも

関連している可能性が考えられる。本研究班

で開発しているアルゴリズムや本評価指標を

用いて保健師活動の効率化を図ることによ

り、各保健師が根拠に基づく実践のための地

区診断や研究的取組み時間を確保できるよう

になることが望まれる。 

本研究の限界は、調査を開始した令和 4年

12月が新型コロナウイルス感染症第 8波の

流行時期に重なってしまい、自治体保健師が

多忙であることが推察されたため回答期限を

年明けまで延長したものの、有効回答数が統

括保健師は約 1割、中堅保健師はさらに低い

値にとどまった点にある。そのような状況下

において回答に協力を得た保健師は、本研究

に関心の高い集団の可能性がある。以上か

ら、本研究結果を一般化することは難しく、

解釈には慎重を期す必要がある。 
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Ｅ.結論 

本研究により、23項目の保健師活動プロセ

ス評価指標が開発された。次年度以降、本指

標を用いた評価の実用化を進め、人材育成へ

の活用方法を検討する必要がある。 
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表 1．指標の妥当性 

 

 

 
 

 

表 2 評価を行う適切な頻度 

  

頻度 

統括保健師 

  n (%) 

中堅保健師 

  n (%) 

毎月 2 (1.1) 3 (1.1) 

3-4か月に 1回 25(13.6) 47(17.2) 

半年に 1回 83(45.1) 129(47.1) 

1年に 1回 74(40.2) 95(34.7) 

計 184(100.0) 274(100.0) 
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表 3 因子分析の結果 

 

 

 
 

 

 

 

 
  




